
関係団体 御中

現下の医療用医薬品の供給状況における変更調剤の取扱いについて

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主管部

(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期高齢者医療

主管課(部)あて通知するとともに別添団体各位に協力を依頼しましたので、貴団体に

おかれましても、関係者に対し周知を図られますようぉ願いいたします。
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公益社団法人日本医師会御中

公益社団法人日本歯科医師会御中

公益社団法人日本薬剤師会御中

一般社団法人日本病院会御中

公益社団法人全日本病院協会御中

公益社団法人日本精神科病院協会御中

一般社団法人日本医療法人協会御中

一般社団法人日本社会医療法人協議会御中

公益社団法人全国自治体病院協議会御中

一般社団法人日本慢性期医療協会御中

一般社団法人日本私立医科大学協会御中

一般社団法人日本私立歯科大学協会御中

一般社団法人日本病院薬剤師会御中

公益社団法人日本看護協会御中

一般社団法人全国訪問看護事業協会御中

公益財団法人日本訪問看護財団御中

独立行政法人国立病院機構本部御中

国立研究開発法人国立がん研究センター御中

国立研究開発法人国立循環器病研究センター御中

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター

国立研究開発法人国立国際医療研究センター御中

国立研究開発法人国立成育医療研究センター御中

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター御中

独立行政法人地域医療機能推進機構本部御中

独立行政法人労働者健康安全機構本部御中

健康保険組合連合会御中

全国健康保険協会御中

公益社団法人国民健康保険中央会御中

社会保険診療報酬支払基金御中

財務省主計局給与共済課御中

文部科学省高等教育局医学教育課御中

文部科学省高等教育局私学行政課御中

総務省自治行政局公務員部福利課御中

総務省自治財政局地域企業経営企画室御中

警察庁長官官房人事課御中

防衛省人事教育局御中

労働基準局労災管理課御中

労働基準局補償課御中

各都道府県後期高齢者医療広域連合御中

(別添)

御中



地方厚生(支)局医療課

都道府県民生主管部(局)

国民健康保険主管課(部)

都道府県後期高齢者医療主管部(局)

後期高齢者医療主管課(部)

処方薬の銘柄名処方又は一般名処方における変更調剤に係る取扱いについては、「処方

せんに記載された医薬品の後発医薬品への変更について」(平成24年3月5日保医発0305

第 12 号)により周知してきたところである。

一方で、昨今の医療用医薬品の供給状況や、それに伴う需給の逼迫を踏まえ、「経口抗

菌薬の在庫逼迫に伴う協力依頼」(令和5年9月15日厚生労働省医政局医薬産業振興・医

療情報企画課事務連絡)、「鎮咳薬(咳止め)・去疾薬の在庫逼迫に伴う協力依頼」(令

和5年9月29日同課事務連絡)、「オセルタミビルリン酸塩ドライシロップの在庫逼迫に

伴う協力依頼」(令和5年H月8日同課事務連絡)のとおり、保険薬局において処方薬の

調剤に当たり、医薬品の入手が限定されること等により必要量が用意できないようなやむ

を得ない状況においては、変更調剤による対応を柔軟に取り扱うことが有用であると考え

られる。

このようなやむを得ない場合における変更調剤について、当面の間の取扱いを下記のと

おり示すので、貴管内の保険医療機関、保険薬局、審査支払機関等に対し、周知方お願い

する。

現下の医療用医薬品の供給状況における変更調剤の取扱いについて
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厚生労働省保険局医療課

1 後発医薬品の銘柄処方において、「変更不可」欄に「y」又は「X」が記載されてい

ない場合にあっては、患者に対して調剤する薬剤を変更することを説明の上、同意を得

ることで、当該処方薬に代えて、先発医薬品(含量規格が異なるもの又は類似する別剤

形のものを含む。)を調剤することができる。

2 処方薬の変更調剤を行うに当たって、以下に掲げるものについては、変更調剤後の薬

剤料が変更前のものを超える場合であっても>患者に対してその旨を説明の上、同意を

得ることで、当該変更調剤を行うことができる(ただし、規格又は剤形の違いにより効

能・効果や用法・用量が異なるものを除く。)。

記


